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エコドライブの推進  
 

急加速や空ぶかしはせず、ふんわりアクセルやアイドリング・ストップを実践するなど環 

境にやさしい運転を心掛ける。 

 
 

急加速や空ぶかしはせず、ふんわりアクセルやアイドリング・ストップを実践するなど環 

境にやさしい運転を心掛ける。 

エコドライブの推進 

本書の概要 

 

本書は、Ⅰ～Ⅲの三つの部で構成されており、各部の概要は次のとおりです。 

Ⅰ 市の概要 

新座市の都市特性・人口・土地利用について、表やグラフを用いて、平成29年度現在の状

況を記載しています。 

Ⅱ 第2次新座市環境基本計画の概要 

第2次新座市環境基本計画の基本目標等の概要を記載しています。 

Ⅲ 環境を保全するための施策の推進状況 

第2次新座市環境基本計画に掲げた施策のうち、指標を設定しているものについて、平成

29年度の市の取組状況を記載しています。 

【掲載例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

  
埼玉県生活環境保全条例により義務付けられている自動車の駐停車中のアイドリング・ストップにつ 

いて、一定規模以上の駐車場の設置者に対して、開発行為等の事前協議時に、場内への看板の掲示 

等により周知を図るよう指導しています。 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 2 6 0 1 0 1 3 7 3   5 

アイドリング・ストップに関して市が指導した件数                【環境対策課】 

 

 

施策 第2次新座市環境基本計画に掲げた施策を記載しています。 

 

取組状況 施策についての取組状況を記載しています。 

 

指標 取組状況に対する結果等を記載しています。 
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Ⅰ 市の概要 
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1 都市特性 

新座市は、埼玉県の最南端に在り、東京都心から25㎞圏内に位置し、総面積約22.78㎢を有して

います。市域の多くが野火止台地と呼ばれる平坦部にありますが、柳瀬川や黒目川周辺の低地部分が

市の北部と南部に細長く分布し、起伏に富んだ地形を形成しています。 

昭和40年代に首都近郊のベッドタウンとして急速に人口が増加し、主に市の北部と南部を通る東

武東上線と西武池袋線の駅周辺部を中心として市街化が進みました。しかしながら、いまだ市中央部

には多くの緑が残されており、これらの豊かな自然環境が市の最大の魅力となり、特徴的な景観をつ

くり出しています。 

 

 

2 人口 

昭和初期から戦後間もなくまでは、大和田地区や野火止地区などの旧川越街道（県道新座和光線）

沿いや志木街道（県道さいたま東村山線）沿いにまとまった集落が見られたほかは、片山地区一帯に

集落が点在している程度でした。しかし、昭和 35 年以降は、高度経済成長と相まって著しく人口が

増加しました。昭和45年11月の市制施行後も人口は増加し続け、昭和49年には10万人を突破しま

した。昭和50年以降は人口の増加が緩やかになり、平成29年10月1日現在、165,471人となってい

ます（図1）。 

なお、新座市人口ビジョン（平成28年 3月）では、市の将来人口は、令和2年には166,329 人に

なると見込んでいます。 

 

図１ 人口の推移 

 
※ 住民基本台帳人口と外国人登録人口の合計による実績値（各年10月1日現在） 

 
資料：統計にいざ【新座市】 
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3 土地利用 

昭和30年代後半からの急激な人口増加は、主に民間の小規模な宅地開発によるものであり、特に鉄

道駅周辺に宅地が形成されていきました。昭和41年には宅地の約4倍も存在した農地が、昭和50年

代半ばには宅地とほぼ同じ面積となりました。さらに近年、ＪＲ武蔵野線新座駅周辺の土地区画整理

事業地内などで宅地開発が進んだ影響もあり、現在では、農地の割合が宅地の半分以下までに減少し

ています（図2）。 

鉄道駅周辺で宅地化が進む一方で、市中央部は市街化調整区域であるため、宅地化が抑制されまし

た。その結果、市中央部においては武蔵野の面影を残す雑木林や農地が多く残されています。 

 

図２  土地利用面積割合の推移 

 

※ 各年1月1日現在 

※ 平成5年に宅地と雑種地の集計方法を変更しました。 

資料：統計にいざ【新座市】 
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Ⅱ 第２次新座市環境基本計画の概要 
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1 望ましい環境像 

市民、事業者及び市の三者の協働によって環境の保全等に向けた具体的な取組を推進していく

ためには、誰もが共感できる分かりやすい望ましい環境像が必要です。この計画では、次のよう

に望ましい環境像を定め、環境の保全、回復及び創出に取り組んでいます。 

 

 

 

 
 

⑴ みんなで築く 

自然を保全し、心安らかな生活ができる環境を守るためには、市だけではなく、市民及び事

業者それぞれが「自分たちのまちは自分たちの手で」という意識を持ち、環境保全に向けた取

組を自主的に進めることが必要不可欠です。 

各主体の自主的な取組とその有機的な連帯と協働によって、みんなで環境保全に取り組むま

ちを目指します。 

 

⑵ 雑木林とせせらぎのある 

武蔵野の面影を色濃く残す平林寺境内林などの雑木林や柳瀬川、黒目川及び野火止用水の水

辺などは、先人によって大切に守られてきた誇ることのできる自然資源、歴史文化資源であり、

住む人に安らぎと潤いを与えてくれるものです。 

将来にわたって引き継ぐべき、これらの貴重な自然環境を守り、水と緑に恵まれた潤いのあ

る快適なまちを目指します。 

 

⑶ 住みよい環境のまち「にいざ」 

新座市には、農業などを営みながら長年住んできた人、自然が残されていながら都心への通

勤も比較的便利な立地にひかれて移り住んだ人など、様々な人が暮らしています。 

これら全ての市民が安心して健康に暮らせる生活環境や快適な都市環境を守り、つくり出し

ていくとともに、環境にやさしい持続的に発展可能な循環型の社会を構築し、自然と人とが調

和した誰もが住み続けたいと感じられるまちを目指します。 

 

 

 

 

 
 

みんなで築く 雑木林とせせらぎのある 

住みよい環境のまち「にいざ」 

 

望ましい環境像 
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2 基本目標 

「望ましい環境像」の実現に向けて、四つの基本目標を掲げます。 
 

 

 

● 地球にやさしい循環型の「まち」をめざそう 
 

● 健康で安心して暮らせる「まち」をめざそう 
 

● 自然と調和した潤いのある快適な「まち」をめざそう 
 

● 環境保全のためにみんなが考え行動する「まち」をめざそう 

 

 

3 計画の対象範囲 

この計画では、「生活環境」、「都市環境」、「自然環境」といった身近な環境を始め、更に視野

を広げて「地球環境」を加え、これらの四つを対象範囲とします。 
 

 

① 地球環境に関するもの 
（地球温暖化・酸性雨などの地球環境問題） 
 

 

 

② 生活環境に関するもの 
（大気汚染・水質汚濁などの公害問題、廃棄物などの生活環境問題） 
 

 

 

③ 都市環境に関するもの 
    （居住環境の整備などの都市環境問題） 

 

 

 

④ 自然環境に関するもの 
（森林の減少・生態系の破壊などの自然環境問題） 

 

4 計画の推進期間 

この計画では、平成23年度から（2011年度）から令和2年度（2020年度）までの10年間を

計画の推進期間とします。 

計画の推進に当たっては、取組状況を点検するとともに、社会情勢の変化などに合わせて、

適宜、計画内容や目標の見直しを行うこととします。 

 

 

基本目標 
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Ⅲ 環境を保全するための施策の推進状況 
 

第１節 地球にやさしい循環型の「まち」をめざそう 

 

第２節 健康で安心して暮らせる「まち」をめざそう 

 

第３節 自然と調和した潤いのある快適な「まち」をめざそう 

 

第４節 環境保全のためにみんなが考え行動する「まち」をめざそう 
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第１節 地球にやさしい循環型の「まち」をめざそう  

 

１  地球温暖化の防止に努めよう 

 

地球温暖化は、全ての動植物にとって深刻な環境問題であり、現在、国内外において、二酸化炭

素を始めとした温室効果ガスの排出抑制に向けた様々な対策が進められています。 

この地球規模の環境問題を私たち一人ひとりが身近な問題として捉え、日常生活や事業活動の中

で自動車の利用を控えるなど、環境負荷の低減に向けた取組を推進します。 

 

 

 

 

市域から発生する温室効果ガス排出量の削減を目指した第2次新座市地球温暖化対策地域推進計

画（計画期間：平成25年度から令和2年度までの8年間）を平成25年3月に策定し、もったいない運

動など、温室効果ガスの排出量の抑制に向けた取組を進めています。 

また、第3次新座市地球温暖化対策実行計画（計画期間：平成28年度から令和2年度までの5年間）

に基づき、市が自らの事務・事業の実施に伴って排出する温室効果ガス排出量の削減を図っていま

す。 

 

 

 

 

 

 
 
 

自らが排出する温室効果ガスの量を算定・把握し、日頃地球環境にどれだけ負荷を与えて

いるかを認識する。 

温室効果ガス排出量の算定・把握 
 

温室効果ガスの削減に向けた取組 
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※ 市内の全ての事業者や家庭から排出された温室効果ガスの量を指します。 

 
資料：埼玉県市町村温室効果ガス排出量推計報告書 

 

 

 

※ 市の業務（学校や公民館等の公共施設を含む）に伴い排出された温室効果ガスの量を指します。 

 

市域における温室効果ガス排出量（※）             【埼玉県温暖化対策課】 

市の事業の実施に伴う温室効果ガス排出量（※）             【環境対策課】 
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地球環境への負担が少ない事業活動への転換を図る。 

また、エコライフデーや打ち水イベントなどを実施し、もったいない運動の普及を進める。 

エコライフの推進 

 

チェックシートを配布し、環境にやさしい暮らし（エコライフ）の実践を呼び掛け、日頃の生活を見直

す機会とする新座市エコライフデー（12月の第1日曜日）を平成15年度から行っています（エコライフ

デーは、平成29 年度からチェックシートの対応を小・中学生限定に変更し、町内会向けチェックシート

の配布・回収・集計を止めたことから、実績をゼロとしています）。 

また、平成18年度から8月の1か月を推進期間として打ち水大作戦を実施しています。この打ち水

大作戦は、地面にお風呂の残り湯や雨水をまくことで涼を得る打ち水の良さを再認識していただくた

め、町内会や小・中学校における打ち水の実施を呼び掛けるとともに、市主催のイベントを開催して

います。（打ち水大作戦は近年の夏季の天候不順に伴う水不足により平成29年度をもって終了しまし

た）。 

 

 

 

 
 

 

エコライフデーへの参加者数                      【環境対策課】 
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地元の農産物を給食食材として積極的に使用するとともに、料理教室などのイベントで地産地消の

推進を呼び掛けています。 

また、市内2か所の直売所（野火止六丁目及び堀ノ内一丁目）で地元の農産物を販売するとともに、

市内量販店（5店舗）と協力して店内に地元野菜コーナーを設置し、地場流通の拡大に努めていま

す。なお、平成29年11月には、あさか野農協と協力し「地産地消デー」を行ったことにより、多品目の地

場産野菜を学校給食で使用したため、品目数が増加となった。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

農家数 14 14 12 12 12 11 10 10 8 10 

学校数 23 23 23 23 23 23 23 23 23 23 
 

打ち水イベントへの参加者数                      【環境対策課】 

 

 
 
 

直売所など地元の農産物を販売する場を設けるとともに、地元で採れた農産物を優先的に

購入する。 

地産地消の推進 

 

学校給食へ納入している地元の農家数・給食に地元の農産物を導入している学校数（累計） 

【学務課】 
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【参考】 

市内産農産物の学校給食使用状況 

年度 平成22 23 24 25 26 27  28 29 

品目数 269 261 251 248 250 264 264 310 

 

 平成29年度に使用した市内産農産物 ２５品目 

枝豆 カブ キャベツ きゅうり 巨峰 ごぼう 小松菜 

さつまいも 里芋 ジャガイモ セロリ 大根 玉ねぎ チンゲンサイ 

冬瓜 とうもろこし トマト 長ネギ なす 人参 白菜 

ブロッコリー ほうれん草 ヤングコーン カリフラワー 
 

 

公務で近距離の場所に移動するときは、自転車を積極的に使用しています。 

また、毎週水曜日をノーカーデー（自動車の利用自粛日）と定め、職員は、通勤時における自動車の

利用の自粛に努めています（ノーカーデーの実施率の集計は平成29年度をもって廃止しました）。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

台数 9 42 54 65 65 120 120 138 138 133 
 

 
 
 

移動するときは、公共交通機関や自転車を優先的に利用する。また、国などに対し、公共

交通網の整備推進を働きかける。 

環境にやさしい交通手段の活用 

 

公用自転車の台数（累計）                       【環境対策課】 
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埼玉県生活環境保全条例により義務付けられている自動車の駐停車中のアイドリング・ストップに

ついて、一定規模以上の駐車場の設置者に対して、開発行為の事前協議時に、場内への看板の掲示

等により周知を図るよう指導しています。 
 

 

 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 2 6 0 1 0 1 3 7 3 5 

 

 

市職員のうち自動車通勤者数・ 市職員の通勤時におけるノーカーデー（自動車の利用自粛

日）の実施率                             【環境対策課】 

 

 
 
 

急加速や空ぶかしはせず、ふんわりアクセルやアイドリング・ストップを実践するなど環

境にやさしい運転を心掛ける。 

エコドライブの推進 

 

アイドリング・ストップに関して市が指導した件数            【環境対策課】 
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公用車を導入する際は、低公害・低燃費車を優先的に選択しています。天然ガス自動車は老朽化

に伴い平成28年度をもって使用を廃止しました。また、平成29年度には、軽自動車について、普通自

動車から軽自動車への乗換えにより 3台増車となりましたが、使用不能となった軽自動車1台を廃車

したこと、さらには、（公財）新座市体育協会に貸与していた軽自動車が２台返却されたため、全体とし

て４台増車となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

天然ガス自動車 9 9 6 6 2 1 1 1 0 0 

ハイブリッド自動車 1 １ 1 3 3 3 2 2 2 2 

軽自動車 

（ガソリン車） 
55 58 60 73 84 85 86 87 87 91 

電気自動車 ‐ ‐ ‐ ‐ 1 3 3 4 4 4 

 

 

 

 

 
 
 

車を購入するときやレンタカーなどを利用するときは、ハイブリッド車や電気自動車など

の低公害車・低燃費車を優先的に選択する。 

低公害車・低燃費車の利用の推進 

 

 

公用車のうち低公害車・低燃費車の台数（累計）             【管財契約課】 
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２   エネルギー対策に取り組もう 
 
私たちは、日常生活や事業活動の中で、電気やガス、ガソリンなどの様々なエネルギーを利用し

ていますが、多大なエネルギー消費は、生活を便利にしてくれる一方で、温室効果ガス排出量を増

加させるなど地球環境に大きな影響を及ぼしています。 

こうした環境への負荷を軽減するため、日頃から節電などに努めるとともに、高効率給湯器を始め

とした省エネルギー型設備や太陽光発電システムなどの新エネルギー利用型設備を積極的に導入し

ます。 
 
 

 

 

 

環境にやさしいオフィスを目指し、エネルギー使用量を必要最小限に抑えるよう努めており、業務に

支障がない範囲での照明の間引きや冷暖房使用時の適切な温度管理（冷房時28℃、暖房時20℃）な

どを実践しています。 
 

 

 

 

 

 
 
 

石油・天然ガスなどの資源は限りがあることを認識し、電気などのエネルギー使用量を削

減する。 

 省エネルギー対策の推進 

 

市の施設の年間エネルギー使用量（原油換算量）             【環境対策課】 

 

省エネルギーへの取組 
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二重サッシなどで冷暖房の効率を高めるとともに、ＬＥＤ照明などの省エネ機器を設置し、

電気などのエネルギーの利用量を減らす。また、高効率給湯器などの設置費に対する補助を

行い、設備の普及を進める。 

住宅・施設における省エネルギー型設備の導入 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設の新設及び改修に合わせて、積極的に省エネルギー型設備を導入しており、平成29年

度には、新庁舎の建替えに伴い、本庁舎の照明器具を人感センサーやLED電灯とし消費電力を削減

しました。なお、平成29年度現在、公共施設にLED式園灯２７基、LED式人感センサー付きトイレ灯５

基、LED式トイレ灯１基、ソーラー式LED園内灯２基を導入しています。 

また、平成22年度から高効率給湯器の設置費に対する補助を行っています（平成29年度をもって

終了しました。）。 

※平成29年度からＥＳＣＯ事業（公共施設のＬＥＤ化）を導入し、新座駅南口地下自転車駐車場及び

新座市営墓園の照明器具のＬＥＤ化を実施したことにより、電気使用量を減らしました。 

 

 

 

年度 平成23 24 25 26 27 28 29 

件数 125 135 281 127 56 50 45 
 

 

 

 

 

公共施設の新設及び改修に合わせて、積極的に新エネルギー（※）利用型設備を導入しており、平

成 28 年度は、公共施設 3 施設（東三丁目集会所、東北放課後児童保育室、新堀放課後児童保育室）

に太陽光発電システムを導入しました。さらに、平成30年1月には、新庁舎への建替えに伴い、本庁

舎に太陽光発電設備を導入しました。 

なお、平成21年度から太陽光発電システムの設置費に対する補助を行っています（平成29年度を

もって終了しました。）。 

 

 

高効率給湯器設置費補助金の交付件数                            【環境対策課】 

 

 
 
 

太陽光発電や風力発電などの新エネルギー(※)を利用した設備の導入を進める。また、太

陽光発電システムなどの設置費に対する補助を行い、設備の普及を進める。 

 住宅・施設における新エネルギー（※）利用型設備の導入 

 

二重サッシなどで冷暖房の効率を高めるとともに、ＬＥＤ照明などの省エネ機器を設置し、電気 

などのエネルギーの使用量を減らす。また、高効率給湯器などの設置費に対する補助を行い、 

設備の普及を進める。 

新エネルギー（※）の有効利用 

 

 

※ここでの新エネルギーとは、現在の再生可能

エネルギーのことを指します。 
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年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

施設数 2 5 5 10 19 22 27 33 36 37 

【太陽光発電システム】 

三軒屋公園前自転車駐車場：7.524kW 

市営墓園：5.4kW 

ふるさと新座館：3.24kW 

栄五丁目集会所：3.2kW  

石神集会所：3.075kW 

野火止四丁目集会所：3.0kW 

野寺集会所：3.0kW 

栗原六丁目集会所：3.0kW 

北野ふれあいの家：3.0kW 

野火止中集会所：2.88kW 

野火止一丁目集会所：3.0ｋW 

新座ふれあいの家：3.5ｋW 

東三丁目集会所：3kW 

第一保育園：4.0kW 

第二保育園：4.0kW 

北野保育園：4.0kW 

西堀保育園：3.345kW  

新座保育園：4.0kW 

東北放課後児童保育室：4kW 

野火止放課後児童保育室：3.0kW 

新堀放課後児童保育室：4kW 

水道管理センター：3.4kW 

野火止浄水場：10ｋW 

大和田小学校：20kW 

片山小学校：10kW 

八石小学校：4.5kW 

野寺小学校：5.5kW 

新堀小学校：4.62kW 

東野小学校：20kW 

陣屋小学校：20kW 

新座中学校：4.62kW 

第四中学校：4.62kW 

市民会館・中央図書館：11kW（5.5kW×2基） 

けやきの家：3.843kW 

新座市役所本庁舎：30kW（新規） 

【太陽電池式回転灯】 

 野火止用水公園トイレ：85W×2基 

 

 

 

 

年度 平成21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 90 165 174 188 223 165 87 68 44 

出力 

（ k W ） 
281 525 605 709 874 736 368 282 246 

 
 

新エネルギー（※）利用型設備を導入した公共施設数（累計）              【環境対策課】 

 

太陽光発電システム設置費補助金の交付件数・補助対象の総発電出力       【環境対策課】 

 



 

20 

 

 

 

 

 

ごみの焼却に伴う排熱を利用して温水を作り、隣接する第二老人福祉センターに供給し、施設内

の風呂に利用しています。 

 

 
 

 

 

 

 

 

年度 平成22 23 24 25 26 27 28 29 

供給量 

（㎥） 
2,856 2,860 2,610 3,158 4,420 4,284 4,139 3,522 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

志木地区衛生組合新座環境センターでの焼却に伴う排熱で温水を作り、近隣の公共施設へ

供給する。 

 ごみ処理施設における排熱の有効利用 

 

第二老人福祉センターへの温水の供給量               【長寿はつらつ課】 

 

未利用エネルギーの有効利用 
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３   ごみの発生抑制・再使用・再資源化に努めよう 

 

循環型社会の構築に向けて、大量にごみを発生させるライフスタイルや事業内容を見直し、3Ｒ（リ 

デュース：発生抑制、リユース：再使用、リサイクル：再資源化）をスローガンとして、ごみの分別の徹 

底やコンポストの利用など、各種のごみ減量に向けた取組を推進します。 

 

 

 
 

 

家庭系のごみ・リサイクル資源については、第2次新座市一般廃棄物処理基本計画に基づき、5種

15 分別による分別収集や町内会などにおける集団資源回収を実施し、ごみの減量化・リサイクルの

推進に努めており、市の人口が年々増加している中においても家庭系ごみの排出量に増加傾向は見

られません。この様な中でリサイクル資源が減少している要因としては、タブレット等の普及による紙

媒体の減少によることが考えられます。 

また、昭和62年度から（平成17年度から平成20年度は休止）家庭用生ごみ処理容器の購入費に

対する補助を行っています。 

事業系ごみ・リサイクル資源については、志木地区衛生組合に月量4 トン以上を搬入する事業者を

多量排出事業者に認定し、ごみの減量化及び再資源化に努めるよう指導しています。 

また、エコ商品の取扱いやマイバッグの利用促進などに取り組んでいる店舗を新座市ごみ減量・再

資源化協力店に認定しています。 

 

 

 

 
 
 

事業や建設工事などの実施に伴うごみの排出量を削減する。また、生ごみ処理容器の購入

費に対する補助を行い、設備の普及を進める。 

 ごみの減量の推進 

 

ごみの発生抑制（リデュース）に向けた取組 
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家庭におけるごみ・リサイクル資源の排出状況 
 

（単位：トン） 

年度 
可燃 

ごみ 

不燃 

ごみ 
廃乾電池 

リ サ イ ク ル 資 源 
粗大 

ごみ 

合計 

(Ｂ) 

資源化 

率（％） 
カン ビン 

ペット 

ボトル 

紙布類・ 

紙パック 

資源プラ 

スチック 

小計 

(Ａ) 

平成20 26,912 1,132 36 557 1,304 518 8,125 1,123 11,627 928 40,635 28.6 

21 26,535 1,136 35 552 1,286 506 7,594 1,126 11,064 930 39,700 27.9 

22 26,083 1,216 43 568 1,275 522 7,332 1,136 10,833 961 39,136 27.7 

23 26,482 1,259 42 547 1,266 541 7,418 1,156 10,928 985 39,696 27.5 

24 26,592 1,236 40 542 1,246 550 7,276 1,145 10,759 1,040 39,667 27.1 

25 26,450 1,258 37 553 1,270 551 7,281 1,182 10,837 1,084 39,666 27.3 

26 26,256 1,148 36 557 1,255 543 6,844 1,203 10,402 1,051 38,893 26.7 

27 26,250 1,143 46 543 1,260 561 6,607 1,259 10,230 1,120 38,789 26.4 

28 25,955 1,184 41 536 1,229 563 6,161 1,279 9,768 1,150 38,098 25.6 

29 25,957 1,190 41 536 1,190 584 5,935 1,296 9,541 1,179 37,908 25.2 
 

 

事業者におけるごみ・リサイクル資源の排出状況 
 

（単位：トン） 

年度 
可燃 

ごみ 

不燃 

ごみ 

リ サ イ ク ル 資 源 
合計 

(Ｂ) 

資源化 

率（％） カン ビン 
ペット 

ボトル 

小計 

(Ａ) 

平成20 8,733 15 11 9 4 24 8,772 0.3 

21 8,566 1 8 18 1 27 8,594 0.3 

22 8,723 0 2 21 1 24 8,747 0.3 

23 9,273 2 2 19 0 21 9,296 0.2 

24 8,721 1 1 18 1 20 8,742 0.2 

25 8,884 1 1 16 1 18 8,903 0.2 

26 9,001 1 1 15 1 17 9,019 0.2 

27 9,036 1 1 12 1 14 9,051 0.2 

28 8,789 1 1 12 1 14 8,804 0.2 

29 8,774 1 1 10 1 12 8,787 0.1 
 

家庭におけるごみ・リサイクル資源の排出状況           【リサイクル推進課】 

 

事業者におけるごみ・リサイクル資源の排出状況          【リサイクル推進課】 
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年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

認定数 13 17 17 17 19 19 17 17 16 16 
 

 

 

 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

認定数 33 28 28 30 30 30 27 27 26 26 

 

 

  

 

 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

認定数 休止 36 29 16 10 16 17 12 16 12 

 

ごみ減量・再資源化協力店の認定数（累計）            【リサイクル推進課】 

 

多量排出事業者の認定数（累計）                 【リサイクル推進課】 

 

生ごみ処理容器購入費補助金の交付件数              【リサイクル推進課】 
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家庭で不用になった物を持ち寄る場としてリサイクルマーケットを開催したり、再使用が可能な物

を譲りたい方と譲り受けたい方を相互に紹介する再利用あっせん窓口を設けています。 

また、福祉の里図書館でリサイクルブックフェアを開催し、図書館で不用になった図書や雑誌を無

償で配布しています。 

 

 

※平成25年から年1回（秋）の開催に変更 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

出
店
件
数 

春 113 中止 123 中止 123      

秋 123 123 112 119 115 121 106 105 67 70 

 

 
  

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 142 125 139 116 80 105 102 99 60 52 

 

 
 

 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

冊数 9,156 13,185 29,774 19,006 15,902 10,013 11,070 14,910 14,895 10,410 

 

 

 
 
 

リサイクルマーケットを開催するなど物の再使用の推進を図る。 

物の再使用・修理の推進 

 

リサイクルマーケットの開催状況                 【リサイクル推進課】 

 

再利用あっせん窓口の成立件数                    【経済振興課】 

 

図書館における図書の再利用冊数                   【中央図書館】 

 

ごみの再使用（リユース）・再資源化（リサイクル）に向けた取組 
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町内会のほか、ＰＴＡ、子ども会、文化サークルなどの団体を中心に、新聞・雑誌・段ボール・飲料

用紙パック・布類・アルミ缶などの集団資源回収が行われており、実施団体に対して資源物の回収量

に応じた奨励金を交付しています（1ｋｇ当たり4円）。 

 

 
 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

団体数 161 162 164 159 160 160 157 159 157 158 

 

 

 

学校、公園、道路、河川等の剪
せん

定枝葉は、堆肥にしたり、チップにしたものを公園の歩道材料として

再利用したりするなど有効活用を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

リサイクル資源の回収量に応じた奨励金を交付するなど資源回収を行っている団体の活動

を支援する。 

 ごみの分別の徹底・再資源化の推進 

 

集団資源回収の実施団体数（累計）                【リサイクル推進課】 

 

 
 

 

道路や公園などで剪
せん

定した樹木のチップ化・落ち葉の堆肥化などを図り、有効に利用する。

また、集めた廃食用油は、リサイクル石けんなどに再利用する。 

廃食用油・剪
せ ん

定枝などの有効活用 

 

 

 

 



 

26 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

製造量 

（kg） 
1,500 1,880 1,910 2,134 2,211 3,356 4,410 2,107 2,207 1,047 

販売額 

（円） 
802,200 853,480 717,600 706,200 679,800 725,000 614,400 555,860 573,400 536,200 

 

 

 

  

 

 

 

 
 

 

年度 平成21 22 23 24 25 26 27 28 29 

チップの量 

（ｔ） 
66 193 83 86 77 60 44 56 48 

廃食用油の回収量                        【リサイクル推進課】 

 

リサイクル石けんの製造量・販売額                【リサイクル推進課】 

 

 

学校で剪
せん

定した樹木から造られたチップの量                        【教育総務課】 
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４   水を大切にしよう 

 

水は、私たち人間だけでなく、全ての生物にとって不可欠なものです。 

限られた水資源を適切に利用していくため、一人ひとりが日頃から節水を心掛けるとともに、雨水

貯留槽など雨水を有効に利用する設備の導入を推進します。 

 

 

 

 

6月1日から同月7日までの水道週間には、水の大切さや節水を広く呼び掛けています。 

 

 

 

 
 
 

水は限りある資源であることを認識し、日頃から節水に努める。 

節水の推進 

 

市民一人1日当たりの配水量                     【水道業務課】 

 

節水への取組 
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公共施設の新設及び改修に合わせて、積極的に雨水利用型設備を導入しており、平成28年度は、

草花への水やり等に利用する雨水貯留槽を集会所等に導入しました。また、平成 29 年度には、本庁

舎建て替えに伴い、雨水貯留槽の設置場所を旧庁舎から新庁舎へ変更しました。 

なお、平成22年度から雨水貯留槽の購入費に対する補助を行っています。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

施設数 2 3 3 7 8 24 33 39 41  41  

市役所 ：散水 （本庁舎 、設置場所変更に伴うもの。増減なし)、トイレの洗浄水 （第二庁舎 ） 

小学校17校：散水（西堀小、片山小、第四小、八石小、東北小、野火止小、野寺小、池田小、新堀小、東

野小、栄小、石神小、新開小、栗原小、陣屋小、新座小）、トイレの洗浄水（大和田小） 

中学校6校：散水（新座中、第二中、第三中、第四中、第五中、第六中） 

集会所9か所：散水（栄五丁目集会所、石神集会所、野火止中集会所、野火止四丁目集会所、栗原六

丁目集会所、北野ふれあいの家、野火止一丁目集会所、新座ふれあいの家、東三丁目集会所） 

新座保育園：散水 

東北放課後児童保育室：散水 

老人福祉センター：散水 

市民会館：散水 

東北コミュニティセンター：散水 

新座駅南口地下自転車駐車場：トイレの洗浄水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 平成22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 10 12 17 8 8 11 11 6 

容量 

（ℓ） 
1,250 1,460 2,745 1,467 1,517 1,460 1,630 830 

 
 

タンクなどに雨水をため、草花などへの水やり・トイレの洗浄などに利用する。また、雨

水貯留槽などの購入費に対する補助を行い、設備の普及を進める。 

住宅・施設における雨水利用型設備の導入 

 

雨水利用型設備を導入した公共施設数（累計）                       【施設所管課】 

 

雨水貯留槽設置費補助金の交付件数・補助対象の貯留容量         【環境対策課】 

 

水の有効利用 
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第２節 健康で安心して暮らせる「まち」をめざそう 

 

１   公害の防止に努めよう 

 

公害とは、主に「大気汚染」、「水質汚濁」、「土壌汚染」、「騒音」、「振動」、「地盤沈下」、「悪臭」

が挙げられますが、そのほかにも、アスベストなどの有害化学物質による被害も公害の一つとし 

て捉えられています。 

これらの公害の防止に向けて、環境関連法令などの規制・基準に基づく対策を推進し、自然環 

境の汚染の未然防止や生活環境の保全に努めます。 

 

 

 

 

 

市内36地点で大気中の二酸化窒素濃度の測定を行っています。 

また、埼玉県が行っている規制対象施設への立入検査に同行して情報を収集しています。 

なお、埼玉県が市内1地点（水道管理センター）で大気中の二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物

質、光化学オキシダント等の常時監視を行っています。 

 

 

 

 

【日平均値が環境基準を超えた日数】（環境基準0.06ppm） 

 資料：大気汚染常時監視測定結果報告書 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

日数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
 
 

埼玉県などと協力して、大気の汚染状況を監視する。 

大気汚染の監視・測定の実施 

 

二酸化窒素の測定結果                      【埼玉県大気環境課】 

 

大気汚染の防止 
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【日平均値が環境基準を超えた日数】（環境基準0.04ppm） 

資料：大気汚染常時監視測定結果報告書 

 

 

 

 

【日平均値が環境基準を超えた日数】（環境基準0.10mg/m3） 

資料：大気汚染常時監視測定結果報告書 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

日数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

日数 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

【昼間の 1時間値が環境基準を超えた時間数】（環境基準0.06ppm） 

 
資料：大気汚染常時監視測定結果報告書 

浮遊粒子状物質の測定結果                    【埼玉県大気環境課】 

光化学オキシダントの測定結果                  【埼玉県大気環境課】 

二酸化硫黄の測定結果                      【埼玉県大気環境課】 



 

31 

 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29  

件数 1 5 6 6 1 1 0 1 0 0  

 

 

 

 

 

【参考】大気汚染に係る環境基準 

物質 環境上の条件 

二酸化硫黄 
1 時間値の 1日平均値が 0.04ppm以下であり、かつ、1時間値

が0.1ppm以下であること。 

一酸化炭素 
1時間値の1日平均値が10ppm以下であり、かつ、1時間値の

8時間平均値が20ppm以下であること。 

浮遊粒子状物質 
１時間値の１日平均値が0.10mg/m3以下であり、かつ、１時間値

が0.20mg/m3以下であること。 

二酸化窒素 
１時間値の１日平均値が0.04ppmから0.06ppmまでのゾーン内

又はそれ以下であること。 

光化学オキシダント １時間値が0.06ppm以下であること 。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工場・事業場への立入検査（埼玉県）同行件数              【環境対策課】 
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柳瀬川及び野火止用水の水質測定を年2回行っています。 

また、埼玉県が行っている規制対象施設への立入検査に同行して情報を収集しています。 

なお、柳瀬川及び黒目川については、埼玉県が水質測定を月1回行っています。 

 

 

 

【柳瀬川におけるＢＯＤ濃度（75％値）】 

 
※ 柳瀬川は、生活環境の保全に関する環境基準でＣ類型に指定されています。 

資料：公共用水域及び地下水の水質測定結果（総括編）【埼玉県水環境課】 

 

 

 

 

 
 
 

埼玉県などと協力して、河川の汚染状況を監視し、水質事故が発生した場合は、その原因

究明・再発防止に努める。 

水質汚濁の監視・測定の実施 

 

柳瀬川・黒目川・野火止用水の水質測定結果       【埼玉県水環境課】【環境対策課】 

 

平成29年度 

栄橋（志木市）：3.9mg/ℓ 

 

水質汚濁の防止 

環境基準：5mg/ℓ以下 
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【黒目川におけるＢＯＤ濃度（75％値）】 

 
※ 黒目川は、生活環境の保全に関する環境基準のＣ類型に指定されています。 

資料：公共用水域及び地下水の水質測定結果（総括編）【埼玉県水環境課】 

【野火止用水におけるＢＯＤ濃度（年平均値）】 

 

※ 野火止用水は、生活環境の保全に関する環境基準は適用されません。 

資料：河川等水質測定業務委託報告書【環境対策課】 

 

平成29年度 

都県境地点（新座市）：0.7mg/ℓ 

東      橋（朝霞市）：1.4mg/ℓ 

 

平成29年度 

都 県 境：1.2mg/ℓ 

西堀分岐点：1.3mg/ℓ 

保全区間終了点：1.7mg/ℓ 

環境基準：5mg/ℓ以下 
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年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 1 5 6 4 0 4 0 15 0 0 

 

【参考】公共用水域の水質汚濁に係る環境基準 

（生活環境の保全に関する環境基準：河川（湖沼を除く。） 
 

類型 利用目的の 

適応性 

基準値 

水素イオン 

濃度(ｐＨ) 

生物化学的 

酸素要求量 

(ＢＯＤ) 

浮遊 

物質量 

(ＳＳ) 

溶存 

酸素量 

(ＤＯ) 

大腸菌 

群数 

ＡＡ 
水道1級、自然環境保全及び 

Ａ以下の欄に掲げるもの 

6.5以上 

8.5以下 

1mg/ℓ 

以下 

25mg/ℓ 

以下 

7.5mg/ℓ 

以上 

50MPN/ 

100mℓ 

以下 

Ａ 
水道2級、水産1級、水浴及び 

Ｂ以下の欄に掲げるもの 

6.5以上 

8.5以下 

2mg/ℓ 

以下 

25mg/ℓ 

以下 

7.5mg/ℓ 

以上 

1,000MPN/ 

100mℓ 

以下 

Ｂ 
水道3級、水産2級及びＣ以 

下の欄に掲げるもの 

6.5以上 

8.5以下 

3mg/ℓ 

以下 

25mg/ℓ 

以下 

5mg/ℓ 

以上 

5,000MPN/ 

100mℓ 

以下 

Ｃ 
水産3級、工業用水1級及び 

Ｄ以下の欄に掲げるもの 

6.5以上 

8.5以下 

5mg/ℓ 

以下 

50mg/ℓ 

以下 

5mg/ℓ 

以上 
－ 

Ｄ 
工業用水2級、農業用水及び 

Ｅの欄に掲げるもの 

6.0以上 

8.5以下 

8mg/ℓ 

以下 

100mg/ℓ 

以下 

2mg/ℓ 

以上 
－ 

Ｅ 工業用水3級及び環境保全 
6.0以上 

8.5以下 

10mg/ℓ 

以下 

ごみ等の浮

遊が認めら

れないこと。 

2mg/ℓ 

以上 
－ 

  ※ 基準値は、日間平均値とする。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 工場・事業場への立入検査（埼玉県）同行件数             【環境対策課】 
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公共下水道は、既存の事業計画区域の整備と並行し、新たな計画区域の整備や土地区画整理事業

に合わせた整備を効率的に行っています。 

また、公共下水道への未接続建物の所有者に対して、水洗化するよう指導しています。 

 

 

 

 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

普及率

（％） 
93.7 93.8 93.6 93.8 94.5 94.8 94.9 94.5 94.4 94.4 

水洗化率 

（％） 
98.6 98.6 98.6 98.6 98.6 98.6 98.6 98.6 98.6 98.6 

※ 公共下水道普及率とは、行政人口に対する処理区域人口の割合を、水洗化率とは、処理区域人口に対する

水洗化人口の割合を表しています。 

 

 
 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 753 598 753 678 717 776 1,030 929 931 818 

 

 

 
 

公共下水道の普及率・水洗化率                     【下水道課】 

公共下水道未接続者に対して市が指導した件数               【下水道課】 

 
 
 

公共下水道の整備を進める。 

公共下水道の整備・水洗化の推進 
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公共下水道事業計画区域外にある建物の所有者に対し、単独処理浄化槽やくみ取り便槽から合併

処理浄化槽への転換及び浄化槽の適正な維持管理を呼び掛けています。 

また、平成13年度から合併処理浄化槽の設置費に対する補助を行っていましたが、平成28年度

をもって廃止しました。 
 

 

 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 

件数 6 1 0 2 1 2 0 0 0 

 

規制対象施設及び 1 日当たりの排水量が 30 ㎥以上の排水施設を設置している工場・事業場への

立入検査を行っています。 

また、ディスポーザー排水処理システムを設置している施設からの排出水について、年2回水質測

定を行っています。 
 

 
 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 106 104 92 92 92 86 84 84 84 84 

 

 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 4 5 6 6 12 14 14 14 12 14 

 

合併処理浄化槽設置費補助金の交付件数                 【環境対策課】 

 
 
 

公共下水道へ排出される水の汚染状況を監視する。 

公共下水道への汚染水の排出抑制対策の推進 

 

法律に定める特定施設を設置している事業者などへの立入検査件数     【下水道課】 

ディスポーザー排水処理システムを設置している施設への立入検査件数   【下水道課】 

 

 
 
 

合併処理浄化槽の設置費に対する補助を行い、設備の普及を進める。 

公共下水道の未整備区域における合併処理浄化槽の設置・維持管理の推進  
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災害用指定井戸の水質測定を2年に1回行っています。 

  また、埼玉県は、汚染された土壌からの特定有害物質の大気中への飛散や土壌汚染に起因する

地下水汚染による人への健康被害を防止するため、特定有害物質取扱事業者などに土壌や地下水

の調査及び対策を義務付けています。 

 

 

 

 測定地点：78地点、平成29年3月測定 

 なお、2 年に一度の計測となるため、平成 29 年度は水質測定を行っていません。次回予定は、

平成31年3月測定予定となります。 

検査項目 適合 不適合 

テトラクロロエチレン 77 1 

トリクロロエチレン 78 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

埼玉県などと協力して、土壌や地下水の汚染状況を監視する。 

土壌汚染・地下水汚染の監視・測定の実施 

 

災害用指定井戸の水質測定結果                    【危機管理課】 

 

土壌汚染・地下水汚染の防止 
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自動車騒音測定（面的評価：5年に1回・市内1地点、点的評価：年1回・市内3地点）及び

ＪＲ武蔵野線騒音・振動測定（年1回・市内1地点）を行っています。 

 

 

 

 

１ 面的評価（平成29年度測定結果） 

路線名 区間 対象戸数 
環境基準 

超過戸数 

環境基準 

達成率 

一般国道254号 
大和田交差点 

～水道道路交差点（2.5km） 
819戸 56戸 93.1％ 

 

２ 点的評価 

路線名 

騒音レベル（等価騒音レベル） 

平成 

20 
21 22 23 24 25 26 27 28 29 

高速自動車国道

関越自動車道 

昼間 60 60 62 60 60 61 62 60 60 59 

夜間 57 57 58 57 57 58 58 57 57 56 

県道保谷志木線 
昼間 64 - 63 62 62 62 61 62 61 62 

夜間 60 - 59 58 58 58 57 58 58 58 

県道さいたま 

東村山線 

昼間 62 62 62 62 59 62 61 60 61 60 

夜間 58 57 55 57 58 57 56 55 60 54 

 

※ 「１ 面的評価」及び「２ 点的評価」の結果に適用される環境基準は、幹線交通を担う道

路に近接する空間に係る環境基準（昼間：70dB以下、夜間：65ｄB以下）が適用されます。 

 

 

 

 

 
 
 

市域の幹線道路や鉄道沿線において、騒音・振動測定を実施するとともに、工場などで騒

音・振動問題が発生した場合は、その原因を究明し、再発防止に努めるよう指導する。 

騒音・振動の監視・測定の実施 

 

自動車騒音の測定結果（面的評価・点的評価）             【環境対策課】 

 

 

騒音・振動の防止 
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年度 
平成 

20 
21 22 23 24 25 26 27 28 29 

騒音レベル 

（等価騒音レベル） 
58 59 57 57 57 57 56 58 56 55 

振動レベル 

（ピークレベル） 

客車 61 61 58  59 61 61 59 57 58 61 

貨車 63 62 59 60 60 61 57 55 56 59 
 

 

 

【参考】騒音に関する環境基準 

地域の区分 

昼間 

（午前6時から 

午後10時まで 

夜間 

（午後10時から 

午前6時まで） 

Ａ地域のうち 2 車線以上の車線

を有する道路に面する地域 
60ｄB以下 55ｄB以下 

Ｂ地域のうち 2 車線以上の車線

を有する道路に面する地域及び

Ｃ地域のうち車線を有する道路

に面する地域 

65ｄB以下 60ｄB以下 

      Ａ地域：第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地

域及び第二種中高層住居専用地域 

Ｂ地域：第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域及び用途地域の定めのない地域 

Ｃ地域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び業地域 

 

幹線交通を担う道路に近接する空間に係る環境基準 

幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特例とし

て次表の基準値とする。 

 

 

 

 
 

※ 幹線交通を担う道路：道路法第 3 条に規定する高速自動車国道、一般国道、都道府

県道、4車線以上の市町村道及び一般自動車道をいう。  

 

 

 

 

昼間 

（午前6時から午後10時まで） 

夜間 

（午後10時から午前6時まで） 

70ｄB以下 65ｄB以下 

ＪＲ武蔵野線騒音・振動の測定結果                  【環境対策課】 
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     【参考】自動車交通騒音の面的評価 

     

騒音測定地点での騒音レベルから、個々の住居等の騒音レベルを推計し、環境

基準を達成する住居等の戸数と割合を把握するものです。 

 

環境基準達成戸数（１２戸）  

評価区間内全戸数（２０戸） 

環境基準達成率 ＝ ６０％ 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  騒音測定地点 道路 

環境基準非達成 

50m 

環境基準達成 
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規制対象施設を設置する事業者に対して、設置届出時に適切な防音・防振対策を講じるよう

指導しています。 

また、市民から相談が寄せられた際は、発生源である工場などに対して騒音・振動を低減す

るよう指導又はお願いをしています。 

 

 

 
 

年度 平成20  21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件
数 

騒音 7 6 7 5 8 13 21 19 16 30 

振動 2 1 3 1 3 3 8 3 1 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定建設作業（著しい騒音・振動を発生する建設作業）を伴う建設工事を施工する者に対し、

規制基準を遵守するよう指導しています。 

また、市民から相談が寄せられた際は、発生源である施工者に対して騒音・振動を低減する

よう指導又はお願いをしています。 

 

 

 

 

年度 平成20  21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件
数 

騒音 5 3 2 2 5 7 8 5 7 4 

振動 3 4 2 2 5 3 5 2 4 4 

 

 

 

 
 
 

工事の方法などを工夫し、騒音・振動を発生させないよう努める。 

建物・道路などの建設工事における騒音・振動対策の推進 

 

工事の騒音・振動に関して市が指導した件数              【環境対策課】 

 
 
 

事業活動における騒音・振動の発生を抑制する。 

工場・事業場における騒音・振動対策の推進 

 

工場・事業場の騒音・振動に関して市が指導した件数          【環境対策課】 
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     深夜営業（カラオケ店舗など）における騒音対策の推進 

 

 

 

市民から相談が寄せられた際は、深夜営業を行う飲食店に対し、埼玉県生活環境保全条例の騒

音の規制基準を遵守するよう指導しています。 

また、カラオケ装置を設置する店舗については、営業を開始する前に訪問し、音漏れがないか

などの確認を行っています。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 2 1 4 0 2 0 0 2 0 3 

 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 18 14 11 10 15 12 8 12 10 10 

 

 

 

 

 

 

 

工場などで悪臭問題が発生した場合は、必要に応じて臭気測定を行っています。 

 

 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

 

 
 
 

工場などで悪臭問題が発生した場合は、その原因を究明し、再発防止に努めるよう指導す

る。 

悪臭の監視・測定の実施 

 

悪臭測定の実施件数                         【環境対策課】 

 

悪臭の防止 

深夜営業店舗の騒音に関して市が指導した件数             【環境対策課】 

開業前のカラオケ店舗への立入検査件数                【環境対策課】 
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工場・事業場における悪臭防止対策の推進 
 

 

 

市民から相談が寄せられた際は、悪臭の発生源である工場などに対して改善の指導を行うとと

もに、必要に応じて臭気測定を行っています。 

 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 10 5 4 2 7 4 7 2 9 7 

 

 

 

 

埼玉県が市内8地点で地盤沈下の調査（測定）を行っています。 
 

 

 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

平均変動量 

(mm) 
＋4 0 -12 -17 ＋2 0 ＋5 -1 ＋2 ＋0.2 

※ 被害の生じるおそれのある沈下量の目安は、20mmとされています。 

資料：埼玉県地盤沈下調査報告書 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

1 日当たり  

揚水量（㎥） 
18,991 17,895 18,520 16,347 16,383 15,602 14,544 14,364 14,334 13,848 

単位面積当たり  

揚水量（㎥/k ㎡） 
833 785 812 717 719 684 638 631 629 608 

資料：埼玉県地盤沈下調査報告書 

 

 
 
 

埼玉県などと協力して、地盤沈下の状況を監視する。 

地盤沈下の監視・測定の実施 

 

地盤沈下の測定結果                       【埼玉県水環境課】 

１日当たりの地下水揚水量・単位面積当たりの地下水揚水量     【埼玉県水環境課】 

 

地盤沈下の防止 

工場・事業場の悪臭に関して市が指導した件数             【環境対策課】 
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埼玉県は、市内1地点（水道管理センター）で大気中のダイオキシン類の常時監視を行ってい

ます（市でも、平成27年度まで市内1地点（新開小）で、大気中のダイオキシン類濃度の測定

を年2回行ってきました）。 

 

 

 

 
※1 水道管理センターは、埼玉県が測定を実施しています。 

※2 陣屋小学校は平成17年度まで、片山小学校及び第四中学校は平成19年度までの測定結果です。 

   新開小学校は平成20年～平成27年までの測定結果です。 

資料：大気環境調査事業報告書【埼玉県大気環境課】 

資料：ダイオキシン類濃度測定業委託報告書【環境対策課】 

 

 

 

 

平成29年度 

水道管理センター ：0.016 pg-TEQ/㎥ 

 
 
 

埼玉県などと協力して、化学物質の汚染状況を監視する。 

化学物質の監視・測定の実施 

 

ダイオキシン類濃度の測定結果            【埼玉県大気環境課】【環境対策課】 

 

化学物質による汚染の防止 
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工場・事業場における化学物質の適正な管理 

 

 

【参考】ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁（水底の 

底質の汚染を含む。）及び土壌の汚染に係る環境基準 
 

媒体 基準値 

大気 年間平均値0.6pg-TEQ/㎥以下 

水質 

（水底の底質を除く。） 
年間平均値1pg-TEQ/ℓ以下 

水底の底質 150 pg-TEQ/ℓ以下 

土壌 1,000 pg-TEQ/g以下 

 

 
 

 

 

 
 

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律（ＰＲＴＲ法）及

び埼玉県生活環境保全条例に定める化学物質を取り扱う事業者の情報を環境省や埼玉県から受

け、把握しています。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

排出量 

（kg） 
28,156 24,130 33,517 31,495 27,315 30,824 31,560 29,712 33,965 38,851 

移動量 

（kg） 
26,804 30,704 70,685 12,841 12,311 6,270 4,061 4,851 5,457 6,322 

資料：PRTRデータ分析システム 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

取扱量 

（t） 
4,161 3,842 6,253 5,585 5,922 5,475 4,593 3,858 5,820 6,272 

                         資料：埼玉県ホームページ「化学物質の取扱量集計結果」 

法律に基づき届出をされた化学物質の排出・移動量     【経済産業省化学物質管理課】 

県条例に基づき届出をされた化学物質の取扱量          【埼玉県大気環境課】 
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全ての小・中学校や高齢者施設は、アスベストを含む建材の除去を行いました。その他の公共

施設は、改修等の時期に合わせて、順次除去することとしています。 

また、埼玉県が行っているアスベストを含む建材の除去を行っている作業場への立入検査に同

行し、情報を収集しています。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 9 9 9 0 8 3 4 1 1 1 
 

 

 

 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、埼玉県生活環境保全条例及び新座市ダイオキシン類規

制条例の規定に反する焼却を行っている事業者などに対し、速やかに焼却を中止するよう厳し

く指導するとともに、定期的なパトロールを行っています。 

また、法令で規定する構造基準を満たしていない小型焼却炉の無料回収を行ってきました（平

成27年度をもって廃止）。 

 

 

 
 

年度 平成19 20 21 22 23 24 25 26 27 

基数 6 8 4 3 2 3 3 3 0 
 

 
 
 

アスベストを含む建材の除去・封じ込めを行う。 

アスベストの飛散防止対策の推進 

 

アスベスト解体工事への立入検査（埼玉県）同行件数          【建築開発課】 

 
 
 

パトロール活動などを実施し、不適切な焼却行為の監視を行う。 

ダイオキシン類による汚染防止対策の推進 

 

小型焼却炉の回収基数                        【環境対策課】 
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年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 759 657 578 253 404 510 490 157  418  273 

※クリーン作戦巡回箇所数×巡回回数 

 

 

 

 
 

年度 平成21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 24 15 18 19 17 21 15 15 10 

 ※ 市民からの相談や職員の市内巡回時に違法焼却を発見した場合に指導しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

新座市土砂等のたい積の規制に関する条例に基づき、500 ㎡以上 3,000 ㎡未満の土地への土砂

などの堆積について規制を行っています。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 0 3 1 2 1 0 2 2 0 0 
 

 

 

 

 

 

違法焼却を対象としたパトロールにおける監視件数           【環境対策課】 

違法焼却に関して市が指導した件数                  【環境対策課】 

 
 
 

建設発生土などを堆積する場合は、土砂を崩落させないよう対策を実施する。 

無秩序な土砂堆積の防止対策の推進 

 

市の条例に基づく堆積行為の許可件数                 【環境対策課】 

 

その他の公害の防止 
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２   安全で快適に暮らせるまちをつくろう 

 

地域コミュニティの形成や防災・防犯体制の充実などに向けた取組を進めます。 

また、施設などのバリアフリー対策を推進するとともに、歩道の整備や鉄道の駅・バスの停留

所などの交通拠点の利便性の向上を図り、誰もが快適に暮らせる都市環境を構築します。 

 

 

 

 

市内に転入する方に対して町内会への加入の案内を行っています。 

また、平成26年度から、町内会連合会、(公社）埼玉県宅地建物取引業協会県南支部、市の3者で

「新座市における町内会への加入促進に関する協定」を締結し、加盟店に町内会加入案内に協力し

ていただいています。 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

加入率 

（％） 
76.4 74.2 73.5 74.2 74.0 73.2 73.1 67.0 64.9 63.5 

 

 

 

道路、公園などの施設の配置や建築物の建て方などについて、その地区の特性に応じた地区計

画を定め、市民が主体のまちづくりを進めています。 

また、新座市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例に基づき、適正な都市機能

と健全な都市環境の確保を推進しているほか、開発行為の事前協議時に、建築協定の導入を促し

ています。※ 平成28年8月30日付けで大和田二・三丁目の地区計画を追加したことから、25

→26地区となりました。昨年度の年次報告で数値の誤りがありましたので修正しています。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 11 22 22 22 24 25 25 25 26※ 26 
 

 
 
 

地区計画・建築協定などに基づき、良好な街並みを形成する。 

良好な住環境の形成 

 

町内会への加入率                        【地域活動推進課】 

町内会などの組織を活用した地域コミュニティの形成 

 

地区計画の件数（累計）                    【まちづくり計画課】 

 

安全で快適な生活環境の創出 
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埼玉県福祉のまちづくり条例、共に暮らすための新座市障がい者基本条例等に基づき、高齢者

や障がい者が施設を快適に利用できるよう公共施設のバリアフリー化を進めています。 

※ 平成29年度に市役所第三庁舎（立て替え）にスロープ、手すりを新たに設置しました。 

※ 放課後児童保育室の東北･新堀放課後児童保育室(第２)について、平成28年度にスロープ、

手すり、障がい者用トイレ及び点字ブロックを新たに設置しました。昨年度の年次報告で数

値に誤りがありましたので修正しています。  

 

公共施設におけるバリアフリー設備の導入状況 

 

施 設 名 エレベーター スロープ 手すり 自動ドア 
障がい者用 

トイレ 

点字 

ブロック 

市役所本庁舎 ○  ○ ○ ○ ○ 

市役所第二庁舎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

市役所第三庁舎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

市役所第四庁舎   ○ ○ ○ ○ 

市役所第五庁舎 
（観光プラザ） 

 ○ ○ ○ ○ ○ 

市営墓園  ○ ○ ○ ○  

老人福祉センター  ○ ○ ○ ○  

第二老人福祉センター  ○ ○ ○ ○  

みどり学園  ○ ○ ○   

わかば学園  ○ ○ ○ ○ ○ 

福祉の里（① 障がい者福
祉センター、② 福祉の里
老人福祉センター、③ 福
祉の里図書館、④ 福祉の
里図書館を含む。） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

児童センター  ○ ○ ○ ○ ○ 

保健センター ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第一保育園  ○ ○  ○ ○ 

第二保育園  ○ ○  ○ ○ 

栄保育園 ○  ○  ○ ○ 

西堀保育園  ○ ○  ○  

新座保育園  ○ ○  ○ ○ 

放課後児童保育室（11棟）※ 0棟 11棟 11棟 0棟 11棟 11棟 

生涯学習センター ○  ○ ○ ○ ○ 

歴史民俗資料館  ○ ○    

睡足軒の森     ○  

 
 
 

スロープを整備するなど施設のバリアフリー化を積極的に進める。 

住宅・施設におけるバリアフリー化の推進 

 

公共施設におけるバリアフリー設備の導入状況             【施設所管課】 
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施 設 名 エレベーター スロープ 手すり 自動ドア 
障がい者用 

トイレ 

点字 

ブロック 

市民会館 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

中央公民館  ○ ○ ○ ○ ○ 

ふるさと新座館 
（野火止公民館） 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 

栄公民館 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

栗原公民館  ○  ○ ○ ○ 

畑中公民館  ○ ○ ○ ○ ○ 

大和田公民館  ○  ○ ○ ○ 

東北コミュニティセンター ○ ○  ○ ○ ○ 

西堀・新堀コミュニティセンター  ○ ○ ○ ○ ○ 

中央図書館    ○ ○ ○ 

市民総合体育館 ○ ○ ○  ○  

集会所・ふれあいの家 
（43棟） 

1棟 34棟 31棟 3棟 33棟 20棟 

市立小学校 
（17校） 

1校 17校 17校 2校 17校 4校 

市立中学校 
（6校） 

5校 6校 6校 1校 6校 4校 

志木駅南口エレベーター ○  ○   ○ 

新座駅舎エレベーター ○  ○   ○ 
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新座市建築物耐震改修促進計画に基づき、公共施設の耐震改修を行っています。 

また、昭和56年以前に建設された2階建て以下の木造住宅について、平成21年度から耐震診

断及び耐震改修に係る費用に対する補助を行っています。 

 

 

 

年度 平成21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件
数 

診断費 0 5 26 35 43 109 85 113 44 

改修費 0 11 13 30 20 47 60 53 34 
 

 

 

 

 

  大規模な災害が発生した際に、地域で防災活動を行う自主防災会が61町内会において組織さ

れています。 

  また、民間事業者と災害時協力に関する協定を締結し、食料や医療の提供などの協力体制の整

備を図っています。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

組織率 

（％） 
96.7 96.7 98.4 96.7 98.4 100 100 100 100 100 

 

 

 

 

 
 
 

地震や火事などの災害に強い建物への改修を進める。また、既存木造住宅の耐震診断や改

修に係る費用の一部を助成し、建物の耐震化を進める。 

建物の耐震化・不燃化の推進 

 

既存木造住宅耐震（診断費・改修費）助成金の交付件数         【建築開発課】 

 
 
 

日頃から災害時対応の訓練を実施するとともに、災害時における協力体制を構築・維持す

る。 

地域における防災力の強化 

 

 

 

町内会における自主防災会の組織率                  【危機管理課】 
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年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

事業 

者数 
28 33 36 38 40 40 42 45 45※ 47 

 ※昨年度の年次報告にて数値に誤りがありましたので、修正しています。 

 

 

 

自主防犯パトロール団体に対し、地域における犯罪の発生状況や場所などの情報、地域の防犯

活動で使用する資機材などを提供しています。 

 

 

 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

団体数 89 89 89 89 89 89 91 88 89 91 

 

 

 

 

 

 

 

災害時協力に関する協定を締結した事業者数（累計）          【危機管理課】 

 
 
 

防犯パトロールを行うとともに、街灯などの整備を進める。 

地域における防犯力の強化 

 

自主防犯パトロールの実施団体数                   【危機管理課】 
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新座市路上喫煙の防止に関する条例に基づき、志木駅周辺、新座駅周辺及びひばり通り周辺を

路上喫煙禁止地区として指定し、路上喫煙防止巡回パトロールを定期的に行っています。 

 

 

 

【外部委託によるパトロールによる指導件数】 

年度 平成19 20 21 22 23 24 25 

件
数 

志木駅 

周辺 
1,435 1,479 2,478 1,560 1,826 2,374 887 

新座駅 

周辺 
655 758 1,465 942 1,354 1,584 798 

ひばり通り

周辺 
― ― ― ― ― ― 420 

合計 2,090 2,237 3,943 2,502 3,180 3,958 2,105 

※ 平成 25 年度まで国の緊急雇用創出基金市町村事業補助金を活用して、業務委託による巡回パトロールを実

施しました。 

 

【市職員によるパトロールによる指導件数】 

年度 平成26 27 

件
数 

志木駅 

周辺 
5 6 

新座駅 

周辺 
36 28 

ひばり通り

周辺 
0 0 

合計 41 34 

※ 平成26年度から国の緊急雇用創出基金市町村事業補助金が終了したため、市職員による月2回程度のパト

ロールに変更しました。また、平成27年11月から青色防犯パトロールカーによる巡回を実施しているため、

指導は行っていません。 

 

 

 

 

 
 
 

路上喫煙禁止地区の周知を図るとともに、街頭などでの啓発活動を実施する。 

路上喫煙防止対策の推進 

 

路上喫煙者に対して市が指導した件数                 【環境対策課】 
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鉄道事業者やバス事業者に対し、利用環境の向上について要望しています。 
 

 

 

 

【民間バス】 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 

運行 

本数 
950 1,020 1,050 918 885 896 886 884 883 

利用 

者数 
39,276 41,000 41,800 61,677 61,536 61,891 64,645 73,551 81,589 

※ 1日当たりの運行本数及び利用者数です。 

 

【市内循環バス（にいバス）】 

年度 平成21 22 23 24 25 26 27 28 29 

運行 

本数 
14 15 15 15 29 29 29 29 29 

利用 

者数 
218 219 253 302 350 467 511 499 533 

※ 1日当たりの運行本数及び利用者数です。 

 

 

 
 
 

電車・バス事業者に対し、輸送力強化・乗換機能の向上について働きかけを行う。また、

自転車駐車場の設置を進めるとともに、ノンステップバスの導入やバスの停留所上屋の設置

に係る費用に対する補助を行い、快適な利用環境の普及促進を図る。 

 

電車・バスを快適に利用するための環境の整備 
 

バスの運行本数・利用者数                      【交通防犯課】 

 

安全で快適な交通環境の創出 
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【志木駅周辺】 

名称 
収容台数 

（台） 
備考 

三軒屋自転車駐車場 688  

冨士塚自転車駐車場 1,036  

三軒屋公園前自転車駐車場 994 バイク154台を含む。 

志木駅南口自転車駐車場 277  

志木陸橋下東口自転車駐車場 439 バイク36台を含む。 

志木陸橋下南口自転車駐車場 351 バイク51台を含む。 

志木駅陸橋下南口バイク駐車場 30  

志木駅南口自転車置場 320  

志木駅前暫定自転車駐車場 69  

合 計 4,204  

※ 駐車枠を定めていない平置き駐車場は収容台数が年間の実績によるため、変動する場合があります。 
※ 志木駅南口自転車置場以外有料。 

 

【新座駅周辺】 

名称 
収容台数 

（台） 
備考 

新座駅南口地下自転車駐車場 3,780  

新座駅バイク駐車場 300  

野火止四丁目暫定自転車駐車場 153  

大和田 1号歩道橋下等暫定自転車駐車場 75  

合 計 4,308  

※ 駐車枠を定めていない平置き駐車場は収容台数が年間の実績によるため、変動する場合があります。 
※ 全て有料。 

 

【ひばりヶ丘駅周辺】 

名称 
収容台数 

（台） 
備考 

栗原五丁目自転車駐車場 1,658 バイク156台を含む。 

合 計 1,658  

※ 駐車枠を定めていない平置き駐車場は収容台数が年間の実績によるため、変動する場合があります。 
※ 全て有料。 

自転車駐車場の収容台数                       【交通防犯課】 
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【バス停留所周辺】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※ 駐車枠を定めていない平置き駐車場は収容台数が年間の実績によるため、変動する場合があります。 

 

名称 
収容台数 

（台） 

新座団地入口バス停前自転車置場 48 

栄二丁目自転車置場 48 

栄四丁目自転車置場 137 

新座総合技術高校歩道橋下自転車置場 118 

西堀一丁目自転車置場 168 

貝沼バス停前自転車置場 13 

貝沼バス停第二自転車置場 50 

貝沼バス停第三自転車置場 15 

池田二丁目バス停前自転車置場 37 

都民農園セコニックバス停自転車置場 24 

下片山バス停自転車置場 15 

新座高校バス停自転車置場 45 

片山第１自転車置場 40 

片山第２自転車置き場 60 

合   計 818 

 

 

 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

箇所数 33 33 33 33 34 34 36 37 37 37 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バスの停留所上屋の設置箇所数（累計）                【交通防犯課】 



 

57 

 

 

 

 

放置自動車は、警察と連携し、所有者に自主的な撤去を促しているほか、廃物として判定した

自動車の処分を行っています。 

また、放置自転車等は、志木駅及び新座駅の周辺を自転車等放置禁止区域に指定し、自転車等

の誘導、放置自転車等に対する警告・撤去を行っています。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

台
数 

自主 

撤去 
0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 

市撤去 0 0 2 1 0 0 0 1 0 0 

合計 0 0 2 1 2 2 0 1 0 0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

放置禁止区域に置かれた自転車・原動機付自転車を撤去するとともに、利用しやすい自転

車駐車場の整備を図る。 

違法駐車・駐輪対策の推進 

 

放置自動車の撤去台数                        【交通防犯課】 

 



 

58 

 

 

 

 

【放置自転車】 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

台
数 

志木駅 

周辺 
3,084 3,749 3,841 2,978 2,077 1,568 1,233 1,681 1,654 1,268 

新座駅 

周辺 
1,025 1,442 1,269 1,021 708 430 477 829 295 178 

合計 4,109 5,191 5,110 3,999 2,785 1,998 1,710 2,510 1,949 1,446 

 

【原動機付自転車】 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

台
数 

志木駅 

周辺 
10 18 33 74 39 34 14 5 3 3 

新座駅 

周辺 
11 13 20 37 16 8 8 9 3 3 

合計 21 31 53 111 55 42 22 14 6 6 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放置禁止区域における放置自転車・原動機付自転車の撤去台数      【交通防犯課】 
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第３節 自然と調和した潤いのある快適な「まち」をめざそう 

 

１   自然環境の保全に努めよう 

 

市内の緑地を保全していくため、市民憩いの森などの整備を進めるほか、みどりのまちづくり

基金などを活用した緑地の確保に努めるとともに、雑木林などの樹木の適切な維持管理を行いま

す。また、身近な緑である農地についても、その保全を進めます。 

さらに、河川や湧水といった水辺を適切に管理するとともに、自然環境に配慮した整備を進め

ていきます。 

 

 

 

 

一定の基準に該当する樹林や緑地の所有者とみどりの保全協定を締結し、憩いの森として整備す

るとともに、保存する必要があると認める樹木の所有者の同意を得た上で市指定保存樹木等に指定

しています。 

平林寺境内林とその周辺の雑木林は、首都圏近郊緑地保全法に基づく平林寺近郊緑地保全区域

に指定されており、そのうち特に良好な自然環境を有する地区については、平林寺近郊緑地特別保

全地区に指定され、緑地の保全以外を目的とした行為が制限されています。 

また、栄一丁目地区の妙音沢緑地は、豊富な湧水があり、貴重な山野草が自生するなど多様で複

雑な生態系を形成しているため、都市緑地法に基づく妙音沢特別緑地保全地区に指定し、ボランティ

アと協働で草刈りなどを行うことにより、豊かな自然環境の保全に努めています。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

独立（本） 260 260 260 253 253 253 252 252 248 248 

集
団 

箇所数 12 12 11 11 11 10 10 10 10 10 

面積 

（ha） 
7.2 7.1 7.1 6.8 6.8 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 

 

 
 
 

緑地は貴重な財産であることを認識し、現在ある雑木林などを積極的に保全する。 

緑地の保全 

 

保全樹木などの指定状況                      【みどりと公園課】 

 

 

緑地の保全 
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年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28  29 

箇所数 9 9 10 11 12 13 13 13 13 13   

面積 

（ha） 
5.1 4.9 5.2 5.7 6.0 6.1 6.6 6.6 6.6 6.6 

 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

面積 

（㎡） 
－ 2,200 2,200 － － － － － － － 

 

 

 

面積 

（ha） 
60.4 

※ 昭和45年に58.4ha、平成6年に2.0haが指定されました。                       

 

 

 

面積 

（ha） 
68.0 

※ 昭和44年に68.0haが指定されました。 ※ 平林寺近郊緑地保全特別保全区域60.4haを含みます。                                 

 

 

 

面積 

（ha） 
3.3 

 ※ 平成16年に3.3haが指定されました。                                     

【参考】 

都市計画区域における雑木林（山林）の面積の推移             【みどりと公園課】 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

面積

（ha） 
104.7 101.4 100.4 98.7 98.5 97.64 95.0 89.0 87.8 86.1 

※ 新座市緑の基本計画の目標：基準年度（平成13年度）118ha→目標年度（平成32年度）概ね100ha 

市民憩いの森・緑地の整備状況                   【みどりと公園課】 

 

 

萌
ほう

芽更新の実施面積                        【みどりと公園課】 

 

平林寺近郊緑地特別保全地区の面積                 【みどりと公園課】 

 

平林寺近郊緑地保全区域の面積                   【みどりと公園課】 

 

妙音沢特別緑地保全地区の面積                   【みどりと公園課】 
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新座市みどりのまちづくり基金を設置し、市内に残る貴重な緑地の購入などに充てています。平成

29年度には、2148.21㎡を取得し累計ヘクタール数が増加しました。 

平成30年4月からは、「新座市みどりのまちづくり基金」を「新座グリーンスマイル基金」として、

引き継ぎ、市内における緑地の保全及び緑化の推進を図っています。 

 

 

年度 
残高 

（年度末） 

取得面積 

（累計） 

平成20 60,497,947円 2.6ha 

21 70,804,947円 2.6ha 

22 73,228,947円 2.6ha 

23 75,670,061円 2.6ha 

24 78,022,061円 2.6ha 

25 80,406,061円 2.6ha 

26 83,048,061円 2.6ha 

27 85,623,061円 2.6ha 

28 88,188,154円 2.6ha 

29 44,460,926円 2.8ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

新座市グリーンマイル基金などを活用し、緑地の公有地化を進める。 

緑地の公有地化の推進 

 

新座市グリーンマイル基金の残高・用地取得面積           【みどりと公園課】 
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市民参加による公園や緑地の管理を進め、安全で安心して利用できる愛着の持てる公園づくりを進

めています。 

 

 
 

名称 活動内容 

登録数（人） 

平成 

20 
21 22 23 24 25 26 27 28 29 

トイレクリーン

キーパー 
公園内のトイレ

の清掃 
4 17 27 27 27 27 21 13 6 6 

低木・生け垣刈り

込みサポーター 

公園内の低木・

生け垣の刈り込

み等 

82 101 104 106 110 130 138 116 119 100 

公園パートナー 

「花の広場」 
花壇の維持管理 75 65 69 62 74 110 97 85 80 85 

小規模公園管理 

サポーター 
ポケットパーク

の管理 
2 4 4 8 10 10 8 9 9 15 

 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

町内 

会数 
44 44 43 42 43 41 41 42 42 41 

公園数 85 85 86 84 85 82 83 84 83 81 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

登録 

者数 
102 108 108 152 128 139 126 126 101 92 

 

 

 

 

 

 
 
 

誰もが快適に利用できるよう、公園・緑地を適切に管理する。 

公園・緑地の維持管理の推進 

 

公園ボランティアの登録者数                   【みどりと公園課】 

 

公園清掃を委託している町内会数・公園数              【みどりと公園課】 

 

雑木林維持管理ボランティアへの登録者数              【みどりと公園課】 
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柳瀬川の2地点で年2回、湧水の3地点で年1回、水質測定を行っています。 

また、黒目川については、埼玉県が月1回、水質測定を行っています。 

 

 

 

  

平成29年9月実施 

検査項目（野寺三丁目湧水） 

一般細菌 × 

大腸菌 × 

硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 ○ 

塩化物イオン ○ 

有機物（全有機炭素（ＴＯＣ）の量） ○ 

pH値 ○ 

臭気 ○ 

色度 ○ 

濁度 ○ 

テトラクロロエチレン ○ 

トリクロロエチレン ○ 

1,1,1－トリクロロエタン ○ 

アンモニア態窒素 ○ 

※ ○：適合、×：不適合 

※ 有機塩素系物質（テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン、トリクロロエタン）は、自然界には存在し

ない物質であり、ドライクリーニング、溶剤等の多岐にわたり使用されている物質ですが、昭和 55 年

頃から、発がん性の疑いが問題視され、特に地下水への汚染は社会問題となった経緯があります。 

※ 例年、大腸菌や硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素が検出される場合がありますが、自然界に広く分布し

ているものです。 

 

 

 

 

 
 
 

清掃活動や水質調査などを行い、河川・湧水を適切に保全する。 

河川・湧水などの保全の推進 

 

市内１地点の湧水の水質測定結果                    【環境対策課】 

 

 

水辺の保全 
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野火止用水の3地点で年2回、水質測定を行っています。 

また、年 1回、市域全体の野火止用水を清掃する野火止用水クリーンキャンペーンを実施していま

す。 
 

  

 

 
 

 

 

妙音沢の大沢・小沢で年1回、水質測定を行っています。 

また、例年、ボランティアと協働で緑地の保全と合わせた清掃活動として妙音沢緑地クリーンアップ

作戦を実施し、ごみの一斉撤去や倒木の処理、枯れ木の伐採などを行っています。 
 

 
 
 

清掃活動や水質調査などを行い、野火止用水を適切に保全する。 

野火止用水の保全・整備の推進 

 

野火止用水クリーンキャンペーンへの参加者数          【生涯学習スポーツ課】 

 

 
 
 

清掃活動や水質調査などを行い、妙音沢一帯を適切に保全する。 

妙音沢一帯の保全・整備の推進 

 

 

 

雨

天

中

止 

雨

天

中

止 
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【水質】平成29年9月実施 

検査項目 大沢 小沢 

一般細菌 ○ ○ 

大腸菌 × × 

硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 ○ ○ 

塩化物イオン ○ ○ 

有機物（全有機炭素量） ○ ○ 

pH値 ○ ○ 

臭気 ○ ○ 

色度 ○ ○ 

濁度 ○ ○ 

テトラクロロエチレン ○ ○ 

トリクロロエチレン ○ ○ 

1,1,1－トリクロロエタン ○ ○ 

アンモニア態窒素 ○ ○ 
 

※ ○：適合、×：不適合 

 

 

【流量】平成29年9月実施 
                                                    （単位：㎥/s） 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

大沢 0.026 0.027 0.019 0.046 0.025 0.027 0.036 0.050 0.070 0.039 

小沢 0.010 0.009 0.009 0.013 0.010 0.008 0.014 0.011 0.007 0.013 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

妙音沢の水質・流量測定結果                     【環境対策課】 
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年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

面積 

（ha） 
2.5 2.5 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 3.1 

 

 ※ 平成29年度に妙音沢特別緑地保全地区内を2,148㎡取得したため、用地取得面積が増加となりま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

妙音沢における清掃活動への参加者数                【みどりと公園課】 

 

妙音沢特別緑地保全地区内の用地取得面積（累計）          【みどりと公園課】 

 

雨

天

中

止 

雨

天

中

止 
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公共施設の新設及び改修に合わせて、浸透トレンチなどの雨水を地下に浸透させる設備を設

置するとともに、開発行為を行う事業者に対して、事前協議時にこうした設備を設置するよう

指導しています。 

 

 

 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

施設数 2 3 3 7 9 9 12 12 12 12 

 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

透水性舗装

（ｍ） 
3,738 371 325 1,923 940 172 861 － － － 

浸透トレンチ 

（ｍ） 
1,079 1,275 1,338 － 398 981 42 842 116 94 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

建設工事を行うときは、雨水を地下に浸透させる設備を設置する。 

地下水かん養の推進 
 

雨水浸透施設を整備した公共施設数（累計）              【施設所管課】 

 

道路における透水性舗装・浸透トレンチの整備実績 

【道路課】【新座駅北口土地区画整理事務所】【新座駅南口第2土地区画整理事務所】 
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生産緑地の指定解除を極力抑え、営農が継続できるよう新たな手法について協議するととも

に、農業経営基盤の強化のための支援や新たな農業技術の導入に対する支援を行っています。 

 

 

 

 

なお、統計調査は、５年ごととなるため、次回予定は、令和２年の統計調査となります。 

※昨年度の年次報告で数値に誤りがありましたので修正しています。 

資料：農林業センサス  

 

 
 
 

生産緑地の指定・農家への支援などを行う。 

農地の保全 

 

経営耕地の面積（累計）                 【農林水産省】【経済振興課】 

 

 

農地の保全・有効利用 
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年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 61 52 50 42 33 30 26 22 20 17 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生産緑地の指定面積（累計）                   【みどりと公園課】 

 

農業近代化資金の利子補給件数                    【経済振興課】 
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  農林水産省の特別栽培農産物に係る表示ガイドラインに基づき、節減対象農薬及び化学肥料

（窒素成分）の双方を慣行の 5割以下に減らして栽培された農産物を特別栽培農作物として埼

玉県が認証しており、市ではこの制度を案内しています。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

農家数 5 10 10 5 8 5 3 3 3 2 
 

 

 

 

 

農作物を自ら作る喜びを知ることができるレジャー農園を 10 か所、農家の方の指導を受けな

がら、野菜の植え付け、管理、収穫を行うことができる農業体験農園を3か所設けています。 

さらに、農家が育てた野菜や果物を収穫できる体験型観光農園6か所について、にいざ農産物直

売所発見マップ等でＰＲを行い、利用拡大を図っています。 

 

 

 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

設置数 10 11 12 12 11 13 12 12 13 13 

利用 

者数 
795 828 875 876 808 840 837 846 864 847 

 

 

 

 

 
 
 

環境に配慮した農産物のブランド化・ＰＲを進め、農薬の使用量の削減を進める。 

農地における農薬・化学肥料の使用量の削減 

 

埼玉県の「特別栽培農産物認証制度」における認証取得農家数      【経済振興課】 

 

 
 
 

レジャー農園や農業体験農園など農作業を体験することができる拠点を広く展開する。 

農地とふれあえる拠点の整備 

 

レジャー農園・農業体験農園の設置数・利用者数（累計）        【経済振興課】 
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埼玉県傷病鳥獣保護事業計画に基づき、傷病鳥獣を保護し、埼玉県が指定する傷病野生鳥獣

保護診療機関に搬送しています。 

カラスの増加に対する対策として、市内 5 地点で捕獲箱による捕獲を実施しています（平成

28年度から休止し、平成29年度に廃止）。また、子育て期のカラスは、人間に対する威嚇行動

をとるため、危険性が高いと判断した場合は、巣の撤去を行っています。 

 

 

 

年度 平成21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 6 7 1 1 0 0 0 0 0 
 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

捕獲数 449 497 564 839 864 875 671 720 4 5 

撤去 

件数 
5 1 5 6 6 10 7 3 4 4 

 

 

 
 
 

特定外来生物の捕獲・傷病野生動物の保護を行い、公園などを整備するときは、生態系に悪

い影響を与えないように配慮する。また、生物多様性地域戦略の策定について検討する。 

生態系のバランスの保持 

 

傷病野生鳥獣の保護件数                       【環境対策課】 

 

カラスの捕獲数・巣の撤去件数                    【環境対策課】 

 

 

生態系の保全 
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２   身近な自然環境を創出しよう 

 

身近な自然をより豊かなものとしていくためには、今ある自然を守るとともに、新たに動植

物の生息地となるような場を創出する必要があります。 

公園や道路などの公共空間における植栽を始め、住宅地などでは、敷地内に草木を植え、緑

のカーテンを設置するなど新たな自然環境の創出を進めます。 

 

 

 

 

 

 

新座市みどりのまちづくり条例に基づき、道路や公園などを整備する際には、積極的に樹木や

草花を植えています。 

 

 

 

 

箇所数 6 

 

 

 

 

 

 
 
 

道路・公園などの公共空間には、積極的に樹木や草花を植える。 

公共空間における緑化の推進 

 

緑道の整備箇所数                    【みどりと公園課】【道路課】 

 

 

緑化の推進 
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市庁舎や小・中学校のほか、公民館などの公共施設の壁面緑化として緑のカーテンを設置して

います。 

また、平成15年度から生け垣の設置費に対する補助を行っています。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

件数 6 1 5 2 2 3 1 1 0 0 
 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

施
設
数 

屋上 

緑化 
１ １ １ １ 1 2 2 2  1 1 

壁面 

緑化 
19 26 27 38 33 26 29 23 24 26 

※ 壁面緑化について、平成 29 年度は新規で東野小学校、改修後の新座中学校が設置していま

す。 

 

 

 
 

 公共施設には、積極的に植栽や生け垣設置を行うとともに、緑のカーテン運動を更に推進

し、建物の屋上や壁面で植物を育てる。また、生け垣設置に係る費用の一部を助成し、普及

促進を図る。 

住宅・施設における緑化の推進 

 

生け垣設置助成金の交付件数                   【みどりと公園課】 

 

屋上緑化・壁面緑化を導入した公共施設数               【施設所管課】 
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小・中学校の敷地内にビオトープを設置し、子どもたちの自然観察・体験学習の場として役立

てています。 

 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

施設数 5 5 5 11 11 12 16 15 15 15 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

公園や学校などを整備するときは、いろいろな生物たちが快適に暮らせるビオトープなどの

生息空間の整備を検討する。 

ビオトープなどの生息空間の整備 

 

ビオトープを整備した公共施設数（累計）               【施設所管課】 

 

 

動植物の生息空間の創出 
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３   美しいまちづくりを進めよう 

  

新座市は、首都近郊ながら豊かな自然環境を有していることに加え、平林寺や野火止用水と

いった歴史的文化資産が多く存在するまちです。 

この新座らしい良好な景観を保全するとともに、ごみのポイ捨てや不法投棄のない美しい街

並みの実現に向けて、市民、事業者及び市の三者が協働し、環境美化活動や監視活動を推進し

ます。 

 

 

 

 

町内会で構成する新座市民清掃の日推進協議会を中心に市民清掃の日を年 2 回開催し、地域

で定めた場所の美化活動を行っています。 

環境美化活動制度に基づき活動しているボランティアに対して清掃用具の提供やごみの回収

などの支援を行っています。 

また、市内パトロールを実施し、貼り紙・貼り札・立看板などの違法な広告物を除去してい

ます。 

さらに、新座市環境保全協力員と協働で、わんわんマナーパトロール（犬の飼い主へのマナー

向上の呼び掛け）を黒目川沿いの遊歩道などで行っています。（平成28年度をもって休止） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

市民清掃の日を開催するなど地域の美化活動を推進する。 

美化活動の推進 

 

 

まちの美化に向けた取組 
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年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

団体数 16 17 20 22 23 26 28 28 29 29 
 

市民清掃の日への参加者数                      【環境対策課】 

 

環境美化活動制度の登録団体数（累計）                【環境対策課】 
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年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 

回数 2 1 2 2 3 3 2 2 2 
 

 

 

違反簡易広告物の除去枚数                      【環境対策課】 

 

わんわんマナーパトロール（犬の飼い主へのマナー向上の呼び掛け）の実施回数 

【環境対策課】 

 

立看板 
立看板 

立看板 

広告旗 

立看板 

立看板 

立看板 

広告旗 

広告旗 

広告旗 

立看板 
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埼玉県や新座市環境保全協力員と協力して不法投棄の監視パトロールを行うとともに、不法投

棄看板を公民館などで希望者に無料で配布しています。なお、平成 29 年度の回収量が減少して

いる理由としては、平成 28 年度にコンクリート等の重い重量の不法投棄物が多かったため、減

少しています。 

 

 

 

 
 

 

 

 
 
 

埼玉県などと協力して、パトロール活動などを実施し、不法投棄の監視を行う。 

不法投棄の防止対策の推進 

 

不法投棄の回収件数・回収重量                    【環境対策課】 
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新座市ボランティアガイド協会による観光案内を行うとともに、市内の文化財をめぐり、そ

の歴史に触れることができる講座「フィールド学習文化財見聞録～新座の文化財について～」

等を開催しています。 

また、新座文化財マップや文化財散策ガイドを観光プラザなどで配布しています。 

さらに、ふるさとにいざ景観30選を市ホームページに掲載するとともに、観光プラザで四季

折々の風景写真を展示しています。なお、平成２９年度から平林寺境内におけるガイド案内を

中止したため、利用者数が減少しました。 

 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

回数 7 6 6 21 17 20 19 13 9 11 
 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

利用 

者数 
539 1,551 1,767 2,068 1,955 2,116 2,699 2,461 1,985 1,553 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

新座らしい自然・歴史資源・街並みなどの景観を選定し、広くアピールする。 

新座らしい景観のＰＲ 

 

文化財見学ツアーの開催回数                  【生涯学習スポーツ課】 

 

観光ボランティアガイド協会によるガイドの利用者数     【シティプロモーション課】 

 

 

新座らしい景観の保全・創出・活用 
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第 4 節 環境保全のためにみんなが考え行動する「まち」をめざそう 

 

    環境保全活動の輪を広げよう 

 

環境イベントや広報などを通じて、市民、事業者及び市の三者における環境情報の共有化を図

るとともに、雑木林や農地における体験活動など、自然と触れ合う機会の拡充を進めます。 

また、小・中学校における環境教育を充実させ、子どもたちの環境保全に対する意識の向上を

図ります。 

さらに、清掃活動などの環境保全活動を行っている団体との相互協力を推進し、活動の輪を広

げていきます。 

 

 

 

 

 

 

小学校や公民館などで環境に関する講座を開催しています。 

また、様々な知識や経験等を持った方を学習活動に取り組もうとする団体などに紹介する生涯

学習ボランティアバンクを設置しています。 

 

 

 

 

 

 

 
 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

開催 

回数 
39 51 40 36  21 48 36 27 30 31 

参加 

者数 
626 805 1,318 1,517 1,373 1,556 1,422 1,214 1,784 1,723 

 

 

 
 
 

環境保全に関する講座などを積極的に開催する。 

環境学習の推進 

 

環境に関する講座・セミナーの開催回数・参加者数    【環境対策課】【中央公民館】ほか 

 

 

環境保全に対する意識の向上 
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※ ボランティアバンクへの団体数について１団体が登録を辞退しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公民館などで自然を体験できる講座を開催するとともに、小学生を対象としたカブトムシの里

親イベント（カブトムシの配布、ナイトツアー等）を実施しています。 

 

 

 

年度 平成21 22 23 24 25 26 27 28 29 

活動 

回数 
8 17 15 10 8 9 8 7 7 

参加 

者数 
128 418 598 503 447 599 322 304 376 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

登
録
数 

個人 1 2 2 2 2 2 1 0  1  1 

団体 8 6 6 4 4 3 4 2 3 2 

自然・環境に関する生涯学習ボランティアバンクへの登録者数・団体数  

【生涯学習スポーツ課】 

 

 
 
 

自然観察や昆虫飼育などの自然と触れ合うことのできる講座を積極的に開催する。 

自然体験活動の推進 

 

自然体験・自然環境調査活動の活動回数・参加者数       【シティプロモーション課】 

 

 

自然とふれあう活動の推進 
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小学校 5 校（新開小学校・野火止小学校・新堀小学校・東野小学校・西堀小学校）の付近に学校教育

林を設置し、自然散策、椎茸栽培、腐葉土作り、学校林管理、総合的な学習の時間での活用など、学校

の特色を生かした体験活動を行っています。 

 

 

 

年度 平成20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

箇所数 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

学校教育林を適正に管理し、環境教育の実習などに活用する。 

小中学校における学校教育林の整備・活用 

 

学校教育林の整備数（累計）                      【教育支援課】 

 

 



 

 

 

 「第２次新座市環境基本計画年次報告書 平成２９年度版」 

に関する御意見をお聞かせください。 
 

 

 

 

今後の第２次新座市環境基本計画の推進や進行管理に反映させるため、第２次新座市環境基本

計画年次報告書に対する市民・事業者の皆さんの御意見をお聞かせください。 

この用紙を用いて、次のいずれかの方法で新座市市民生活部環境対策課宛てに提出してくださ

い。 

① 郵 送（宛先：〒352-8623 新座市野火止一丁目１番１号） 

② FAX（ＦＡＸ番号：048-477-1128）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 提出された御意見に個別の回答は行いません。 

 

御協力ありがとうございました。 

 

 御 意 見 の 内 容  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     

 

 

 

 

新座市環境基本計画年次報告書 

平成29年度版 

令和元年5月発行 

 

新座市市民生活部環境対策課 

〒352－8623 新座市野火止一丁目１番１号 

ＴＥＬ：048－477－1111（代表） 

ＦＡＸ：048－477－1128 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


